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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 8.4 ▲ 0.9 ▲ 0.8 ▲ 1.0

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 27.1 ▲ 0.4 2.7 2.0

⑤組合等負担等額 ▲ 29.9 11.8 0.4 ▲ 9.6

⑥債務負担行為 129.5 6.5 ▲ 5.0 ▲ 1.6

⑦一時借入金 500.0    皆減

元利償還金等(a) 7.0 ▲ 0.4 ▲ 0.8 ▲ 1.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 15.9 7.7 8.6 7.2

公債費算入（準元利） ▲ 1.6 ▲ 9.5 ▲ 18.6 ▲ 23.1

事業費補正（元利） ▲ 15.3 ▲ 22.8 ▲ 1.4 ▲ 1.3

事業費補正（準元利） ▲ 2.0 ▲ 1.7 3.8 ▲ 1.3

密度補正（元利） 14.3 6.6 14.0 3.9

密度補正（準元利） ▲ 2.2 ▲ 19.0 ▲ 24.9 ▲ 21.1

算入公債費等の額(b) 0.5 ▲ 4.0 4.7 3.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

20.8 5.8 ▲ 9.6 ▲ 9.4
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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5.8% 5.9%

那珂川町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.9 ▲ 3.7 ▲ 3.6 ▲ 0.8

普通交付税額 1.1 1.6 10.5 12.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 49.8 ▲ 9.8

標準財政規模(c) 0.5 0.2 3.5 1.5

算入公債費等の額(b) 0.5 ▲ 4.0 4.7 3.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.6 0.7 3.4 1.4

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

20.2 5.1 ▲ 12.6 ▲ 10.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 4.0 0.4 2.4 ▲ 8.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 23.0 ▲ 7.5 3.2 7.7

⑤組合等負担等額 ▲ 5.6 ▲ 12.9 ▲ 30.5 ▲ 2.5

⑥債務負担行為 16.0 24.8 76.9 1.7

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 1.3 ▲ 1.6 2.8 ▲ 4.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 16.5 11.5 9.5 8.2

公債費算入（準元利） 0.9 ▲ 6.2 ▲ 4.7 ▲ 11.6

事業費補正（元利） ▲ 32.2 ▲ 21.5 ▲ 3.3 ▲ 11.8

事業費補正（準元利） 2.5 3.7 ▲ 1.1 2.0

密度補正（元利） 6.0 ▲ 3.3 ▲ 2.1 2.2

密度補正（準元利） ▲ 2.1 ▲ 18.9 ▲ 24.9 ▲ 21.2

算入公債費等の額(b) ▲ 10.2 ▲ 3.3 1.7 0.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

20.4 0.5 4.0 ▲ 9.5
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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12.6% 13.4%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.0 ▲ 4.5 ▲ 6.2 0.5

普通交付税額 ▲ 4.1 2.0 6.4 6.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 41.5 ▲ 21.1

標準財政規模(c) ▲ 1.1 0.6 1.6 0.4

算入公債費等の額(b) ▲ 10.2 ▲ 3.3 1.7 0.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.6 1.3 1.6 0.4

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

19.6 ▲ 0.8 2.3 ▲ 9.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 10.5 2.4 ▲ 0.4 ▲ 2.8

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 38.2 ▲ 7.3 21.7 ▲ 35.0

⑤組合等負担等額 ▲ 0.5 0.2 0.4 ▲ 9.0

⑥債務負担行為 3.4 7.0 1.0 2.5

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 12.9 0.6 3.4 ▲ 9.6

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 19.5 9.9 7.2 7.2

公債費算入（準元利） ▲ 11.9 2.5 ▲ 3.2 ▲ 4.9

事業費補正（元利） 0.0 ▲ 8.3 ▲ 4.7 ▲ 5.3

事業費補正（準元利） 4.1 2.9 ▲ 0.2 ▲ 21.2

密度補正（元利） 11.1 8.3 6.7 1.7

密度補正（準元利） ▲ 2.1 ▲ 18.9 ▲ 24.9 ▲ 21.2

算入公債費等の額(b) 3.5 ▲ 2.3 ▲ 1.2 ▲ 5.6

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

74.9 11.8 19.1 ▲ 21.1
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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6.1% 7.6%

篠栗町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.2 ▲ 1.7 ▲ 4.6 0.8

普通交付税額 1.9 ▲ 1.7 5.1 2.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 43.2 ▲ 21.2

標準財政規模(c) 1.7 0.9 2.4 ▲ 0.7

算入公債費等の額(b) 3.5 ▲ 2.3 ▲ 1.2 ▲ 5.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.2 1.7 3.3 0.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

72.8 9.8 15.3 ▲ 21.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 1.1 0.5 ▲ 0.3 ▲ 1.3

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 2.4 ▲ 1.3 11.5 6.7

⑤組合等負担等額 ▲ 18.5 ▲ 1.3 1.1 ▲ 7.2

⑥債務負担行為 15.3 56.5 5.5 7.0

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 0.9 0.7 2.6 0.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 17.4 7.8 10.5 10.6

公債費算入（準元利） 1.2 ▲ 3.2 ▲ 8.6 ▲ 8.1

事業費補正（元利） ▲ 15.5 ▲ 11.7 ▲ 7.4 ▲ 3.1

事業費補正（準元利） 5.2 ▲ 2.1 ▲ 7.1 3.8

密度補正（元利） 10.5 5.2 5.6 1.8

密度補正（準元利） ▲ 2.1 ▲ 18.9 ▲ 25.0 ▲ 21.2

算入公債費等の額(b) 3.6 ▲ 0.4 0.5 5.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 6.2 2.1 5.5 ▲ 4.8
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777,597 805,757 802,612 806,327

◎ 実質公債費比率の状況と推移
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9.7% 9.5%

志免町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.0 ▲ 2.8 ▲ 5.6 3.6

普通交付税額 5.1 6.2 16.4 10.6

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 52.5 ▲ 13.3

標準財政規模(c) 0.5 1.6 2.7 3.1

算入公債費等の額(b) 3.6 ▲ 0.4 0.5 5.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.1 1.8 3.0 2.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 6.3 0.3 2.4 ▲ 7.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
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実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 6.8 ▲ 6.7 1.1 ▲ 4.6

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 2.0 ▲ 5.0 ▲ 0.2 7.5

⑤組合等負担等額 ▲ 0.9 ▲ 0.3 0.1 ▲ 9.1

⑥債務負担行為 3.6 8.2 1.2 2.5

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 4.9 ▲ 5.0 0.8 ▲ 2.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 15.8 10.1 9.6 8.0

公債費算入（準元利） 5.9 ▲ 1.4 ▲ 3.2 ▲ 4.7

事業費補正（元利） ▲ 16.3 ▲ 13.8 ▲ 1.8 ▲ 3.4

事業費補正（準元利） 1.4 1.5 ▲ 5.5 ▲ 0.4

密度補正（元利） 8.7 6.7 5.4 1.5

密度補正（準元利） ▲ 0.6 ▲ 10.3 ▲ 25.1 ▲ 29.9

算入公債費等の額(b) ▲ 2.7 ▲ 2.2 0.7 1.0

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 7.6 ▲ 8.7 0.9 ▲ 7.8
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.6 ▲ 3.9 ▲ 6.2 1.3

普通交付税額 ▲ 0.4 1.5 9.9 9.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 43.7 ▲ 19.8

標準財政規模(c) ▲ 0.1 0.8 2.9 2.0

算入公債費等の額(b) ▲ 2.7 ▲ 2.2 0.7 1.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.4 1.4 3.3 2.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 8.0 ▲ 9.9 ▲ 2.3 ▲ 9.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

H23決算

546,482

H21決算 H22決算 H23決算

710,772

245,028

727,036

4,174,610

4,901,646

12.1608709113.49534448 11.88084419 10.73096353

4,462,302

H21決算 H22決算 H23決算

4,369,942

438,220

722,565715,544

5,184,867

14.66292177

2,790,131

1,956,516

単年度の実質公
債費の比率

5,085,486

2,938,825

1,622,829

2,755,184

1,783,820

H19決算 H20決算

4,231,169

261,603

746,865

4,158,189

H19決算

4,905,054

H20決算

4,941,941

H21決算

3,057,827

1,598,791

380,287

H22決算H19決算

3,038,875

1,604,576

H20決算

1,357 

1,290 

1,225 1,235 
1,201 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H19決算 H20決算 H21決算 H22決算 H23決算

百万円
元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

610

563 515 519

479

14.7% 14.4%

13.4%
12.5%

11.5%

14.7%

13.5%

12.2% 11.9%

10.7%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

100

200

300

400

500

600

700

H19決算 H20決算 H21決算 H22決算 H23決算

百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 0.8 ▲ 2.9 ▲ 3.5 ▲ 17.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 1.0 1.0 6.6 ▲ 4.5

⑤組合等負担等額 ▲ 29.3 32.0 6.1 0.1

⑥債務負担行為 0.9 ▲ 2.0 0.5 0.3

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 2.5 0.4 ▲ 0.9 ▲ 12.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 12.3 7.5 6.6 7.0

公債費算入（準元利） ▲ 0.1 ▲ 2.7 ▲ 9.7 ▲ 28.9

事業費補正（元利） ▲ 8.9 ▲ 5.6 0.8 3.6

事業費補正（準元利） 3.2 3.4 3.3 5.2

密度補正（元利） 10.9 18.2 6.1 1.5

密度補正（準元利） 2.9 ▲ 9.3 ▲ 16.4 ▲ 12.8

算入公債費等の額(b) 3.7 2.8 3.0 2.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 7.8 ▲ 1.9 ▲ 4.9 ▲ 29.0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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17.2% 16.0%

新宮町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 0.7 ▲ 2.6 ▲ 3.8 5.9

普通交付税額 22.4 15.0 46.2 3.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 54.0 ▲ 16.8

標準財政規模(c) 0.5 1.5 4.6 3.1

算入公債費等の額(b) 3.7 2.8 3.0 2.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.0 1.3 4.9 3.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 7.7 ▲ 3.2 ▲ 9.4 ▲ 31.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 5.5 ▲ 4.8 ▲ 19.3 ▲ 4.3

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 2.0 0.4 0.7 0.2

⑤組合等負担等額 ▲ 23.6 17.2 5.6 ▲ 4.9

⑥債務負担行為 257.0 ▲ 97.7 0.0 0.0

⑦一時借入金 皆減

元利償還金等(a) 33.9 ▲ 38.7 ▲ 10.9 ▲ 2.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 18.5 11.0 9.9 6.8

公債費算入（準元利） 0.0 ▲ 2.8 ▲ 6.8 ▲ 11.0

事業費補正（元利） ▲ 12.7 ▲ 16.5 ▲ 10.5 ▲ 8.1

事業費補正（準元利） ▲ 1.0 0.0 ▲ 5.0 0.6

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 7.3 ▲ 0.9 2.6 ▲ 1.6

算入公債費等の額(b) 0.3 ▲ 1.9 ▲ 1.0 0.4

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

63.5 ▲ 58.7 ▲ 23.6 ▲ 6.9
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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20.3% 17.0%

久山町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.6 ▲ 4.2 ▲ 0.6 2.2

普通交付税額 ▲ 0.7 16.9 0.7 3.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 42.3 ▲ 15.6

標準財政規模(c) 1.6 1.9 3.0 0.4

算入公債費等の額(b) 0.3 ▲ 1.9 ▲ 1.0 0.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.8 2.6 3.6 0.4

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

60.5 ▲ 59.7 ▲ 26.2 ▲ 7.3

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 2.6 ▲ 2.0 ▲ 1.1 1.8

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 4.6 0.7 6.9 3.1

⑤組合等負担等額 ▲ 4.4 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 3.3

⑥債務負担行為 1.0 10.5 1.0 2.7

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 0.4 ▲ 0.9 0.8 1.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 14.5 2.3 7.4 9.6

公債費算入（準元利） ▲ 0.1 ▲ 1.9 ▲ 4.7 ▲ 17.6

事業費補正（元利） ▲ 18.0 ▲ 20.8 ▲ 14.9 ▲ 3.6

事業費補正（準元利） 3.2 4.9 ▲ 4.4 ▲ 16.4

密度補正（元利） 11.7 8.7 7.0 1.8

密度補正（準元利） ▲ 1.9 ▲ 16.8 ▲ 21.7 ▲ 17.5

算入公債費等の額(b) ▲ 4.7 ▲ 6.7 ▲ 4.8 ▲ 4.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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17.4% 18.0%

粕屋町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.2 ▲ 3.2 ▲ 2.2 1.7

普通交付税額 ▲ 3.2 5.5 11.5 ▲ 1.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 53.6 ▲ 11.3

標準財政規模(c) 0.3 0.4 3.3 ▲ 0.1

算入公債費等の額(b) ▲ 4.7 ▲ 6.7 ▲ 4.8 ▲ 4.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.4 1.9 4.8 0.7

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

5.6 4.0 1.6 6.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 7.0 17.5 ▲ 15.6 16.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 6.0 22.0 ▲ 8.4 ▲ 4.8

⑤組合等負担等額 ▲ 31.9 31.9 25.6 ▲ 0.7

⑥債務負担行為

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 8.2 19.9 ▲ 10.8 6.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 22.6 12.3 10.7 10.3

公債費算入（準元利） 0.0 ▲ 11.6 ▲ 16.0 ▲ 14.8

事業費補正（元利） ▲ 24.4 ▲ 21.1 ▲ 7.8 ▲ 0.2

事業費補正（準元利） ▲ 5.1 3.4 ▲ 3.9 ▲ 12.4

密度補正（元利）

密度補正（準元利） ▲ 8.1 ▲ 3.7 ▲ 60.8 ▲ 31.2

算入公債費等の額(b) ▲ 2.9 ▲ 0.5 ▲ 4.4 0.3

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 17.8 63.3 ▲ 19.1 16.5
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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10.4% 10.3%

芦屋町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.1 ▲ 3.2 ▲ 5.3 ▲ 0.6

普通交付税額 5.8 0.9 8.7 1.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 33.1 ▲ 28.1

標準財政規模(c) 1.8 1.9 4.5 ▲ 2.2

算入公債費等の額(b) ▲ 2.9 ▲ 0.5 ▲ 4.4 0.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.7 2.3 6.0 ▲ 2.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 20.0 59.6 ▲ 23.6 19.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 1.0 ▲ 3.0 ▲ 4.3 ▲ 2.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 11.0 14.8 ▲ 5.8 2.4

⑤組合等負担等額 ▲ 14.2 0.7 ▲ 20.7 ▲ 24.8

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 ▲ 41.5 ▲ 91.7 ▲ 13.3    皆減

元利償還金等(a) 0.1 0.6 ▲ 6.9 ▲ 3.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 17.2 10.0 7.6 6.6

公債費算入（準元利） 0.0 14.1 4.3 0.0

事業費補正（元利） ▲ 7.0 ▲ 9.4 ▲ 3.5 ▲ 0.9

事業費補正（準元利） 0.0 9.2 ▲ 16.5 ▲ 7.0

密度補正（元利） 0.0 0.0 ▲ 0.4 0.4

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 3.3 4.0 ▲ 3.1 0.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 4.2 ▲ 4.3 ▲ 12.8 ▲ 11.8
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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9.8% 9.0%

水巻町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.0 ▲ 3.0 ▲ 6.3 ▲ 1.6

普通交付税額 2.4 3.0 7.2 6.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 42.9 ▲ 23.9

標準財政規模(c) 1.1 2.1 2.3 ▲ 0.8

算入公債費等の額(b) 3.3 4.0 ▲ 3.1 0.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.8 1.8 3.1 ▲ 1.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 5.0 ▲ 6.0 ▲ 15.5 ▲ 10.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 0.3 1.6 ▲ 13.6 7.5

②積立不足額

③満期一括償還債    皆増 0.0

④公営企業債等繰入額 2.8 1.6 ▲ 0.7 0.0

⑤組合等負担等額 ▲ 15.6 4.5 ▲ 15.0 ▲ 20.8

⑥債務負担行為

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 1.0 2.0 ▲ 8.3 0.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 16.0 8.9 7.7 7.4

公債費算入（準元利） 0.0 ▲ 5.6 ▲ 17.9 ▲ 26.8

事業費補正（元利） ▲ 31.6 ▲ 9.0 1.2 ▲ 1.6

事業費補正（準元利） 3.8 20.5 ▲ 5.2 ▲ 3.2

密度補正（元利） 0.0 0.1 ▲ 0.5 0.4

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 0.8 10.5 ▲ 0.8 ▲ 0.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 4.5 ▲ 14.6 ▲ 27.2 4.9
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



39 　　　
6.9% 5.8%

岡垣町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.0 ▲ 3.7 ▲ 4.7 0.4

普通交付税額 0.2 7.4 7.3 5.5

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 47.3 ▲ 17.4

標準財政規模(c) 0.4 2.7 3.2 0.4

算入公債費等の額(b) 0.8 10.5 ▲ 0.8 ▲ 0.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.3 1.6 3.8 0.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 4.7 ▲ 16.0 ▲ 29.9 4.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 7.0 0.1 2.7 ▲ 8.7

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 13.8 ▲ 16.4 9.0 5.4

⑤組合等負担等額 ▲ 14.9 2.0 ▲ 21.8 ▲ 27.8

⑥債務負担行為 皆減    皆増

⑦一時借入金    皆増

元利償還金等(a) 4.4 ▲ 2.7 0.2 ▲ 7.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 17.7 9.7 9.9 6.0

公債費算入（準元利） 0.0 14.6 4.5 0.0

事業費補正（元利） 1.7 ▲ 17.3 8.0 3.2

事業費補正（準元利） 0.0 7.0 ▲ 14.8 ▲ 9.1

密度補正（元利）

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 7.4 3.0 1.1 1.0

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

1.1 ▲ 9.4 ▲ 1.0 ▲ 20.0

10.66933592

497
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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11.5% 10.9%

遠賀町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.8 ▲ 2.5 ▲ 6.7 1.6

普通交付税額 13.3 2.8 15.2 6.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 45.8 ▲ 21.7

標準財政規模(c) 1.7 2.1 3.7 0.3

算入公債費等の額(b) 7.4 3.0 1.1 1.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.9 2.0 4.0 0.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

0.2 ▲ 11.1 ▲ 4.8 ▲ 20.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 3.4 ▲ 0.5 2.5 ▲ 1.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 4.1 3.7 ▲ 0.1 ▲ 4.4

⑤組合等負担等額 9.7 24.7 ▲ 3.1 ▲ 1.4

⑥債務負担行為 ▲ 2.3 ▲ 2.3 ▲ 2.4    皆減

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 3.9 2.1 1.7 ▲ 2.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 8.9 1.2 4.2 0.7

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 0.0 ▲ 0.7

事業費補正（元利） ▲ 4.3 ▲ 5.5 ▲ 5.7 ▲ 6.2

事業費補正（準元利） 11.0 14.9 5.0 3.2

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 36.7 586.6 0.0 0.0

算入公債費等の額(b) 5.9 1.4 2.3 ▲ 0.3

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

1.6 2.8 0.8 ▲ 4.6
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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小竹町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 0.6 1.0 ▲ 8.4 ▲ 0.4

普通交付税額 3.1 3.6 7.0 1.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 24.3 ▲ 30.2

標準財政規模(c) 1.2 5.4 3.0 ▲ 2.2

算入公債費等の額(b) 5.9 1.4 2.3 ▲ 0.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.2 6.3 3.2 ▲ 2.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

1.3 ▲ 3.2 ▲ 2.3 ▲ 2.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.5 ▲ 6.2 ▲ 14.1 ▲ 0.8

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 8.6 ▲ 0.5 19.1 ▲ 14.1

⑤組合等負担等額 0.8 ▲ 1.4 ▲ 6.1 ▲ 2.5

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 96.1 ▲ 29.0 8.4 ▲ 98.8

元利償還金等(a) ▲ 3.3 ▲ 5.0 ▲ 7.5 ▲ 4.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 4.7 ▲ 4.2 ▲ 3.6 1.9

公債費算入（準元利） 1.9 1.1 0.1 0.0

事業費補正（元利） ▲ 7.4 ▲ 17.3 ▲ 8.2 ▲ 6.2

事業費補正（準元利） 0.1 3.9 ▲ 6.8 ▲ 3.9

密度補正（元利） 0.0 0.0 ▲ 0.4 0.4

密度補正（準元利） ▲ 20.2 ▲ 2.0 14.0 6.8

算入公債費等の額(b) ▲ 0.8 ▲ 5.5 ▲ 4.0 ▲ 0.4

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 6.5 ▲ 4.2 ▲ 12.2 ▲ 9.9
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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13.2% 11.9%

鞍手町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.0 ▲ 0.8 ▲ 6.5 ▲ 3.5

普通交付税額 ▲ 2.0 ▲ 1.1 9.2 5.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 41.9 ▲ 22.5

標準財政規模(c) 0.3 1.6 3.5 ▲ 1.4

算入公債費等の額(b) ▲ 0.8 ▲ 5.5 ▲ 4.0 ▲ 0.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.5 2.9 4.8 ▲ 1.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 7.0 ▲ 6.9 ▲ 16.2 ▲ 8.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 22.2 ▲ 3.8 ▲ 13.1 ▲ 0.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ▲ 8.8 ▲ 84.7 ▲ 7.1 0.0

⑥債務負担行為 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦一時借入金 ▲ 50.7 14.8 ▲ 3.2 16.4

元利償還金等(a) ▲ 20.0 ▲ 17.0 ▲ 12.6 ▲ 0.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） ▲ 7.3 ▲ 2.5 ▲ 4.9 2.1

公債費算入（準元利） 0.2 0.4 0.0 0.1

事業費補正（元利） ▲ 0.5 ▲ 16.3 ▲ 9.2 ▲ 2.1

事業費補正（準元利） ▲ 8.3 ▲ 79.2 0.0 0.0

密度補正（元利） 0.3 139.9 0.0 0.0

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 5.3 ▲ 18.1 ▲ 6.0 0.6

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 39.9 ▲ 14.7 ▲ 25.9 ▲ 2.3

7.31734120

560

560,176

0 0 0 0

H23決算

526,340

0

0

18,066

15,210

151,797

H23決算

258,031
5,654

770
0

408,379

5.21857806

5.16592721

(H21単年度の実質公債費比率)

(H22単年度の実質公債費比率)

(H23単年度の実質公債費比率)

773,499 641,727

245,776

10.2% 7.0%

平成22年度

408,379

606,573 527,408

5.16592721%

5.9%
実質公債費比率

平成21年度 平成23年度

＝
560,176

3,346,806

10.2%

＝

7.0%

＝
151,797

2,938,427－

155,322

桂川町

平成19年度

14.7%

平成20年度

12.7%

＝

H23決算単年
度の実質公債

費の比率 408,379

－

H22決算H20決算 H21決算

H19決算 H20決算 H21決算 H22決算

0 0 0 0

810,595 630,464

139,602 127,384 19,442 18,066

0 0 0 0

0

878 433 497 481

H20決算 H21決算 H22決算

15,215 15,213

561,168

H23決算

130,470172,472 171,639 127,724

272,362 265,650 252,748

5,650

293,959

16,20084,780 77,774 16,210 16,208

209,748

770

0 0 0 0

320 321 770

平成23年度
の実質公債

費比率

143,699

966,295

15,220 15,218

5,616 5,627 5,650

H19決算

H19決算

409,148

5.9%17.70184647  / ３ ＝

557,147 527,723 431,979 405,846

◎ 実質公債費比率の状況と推移
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10.2% 7.0%

桂川町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.0 ▲ 4.4 ▲ 5.5 0.7

普通交付税額 0.6 ▲ 3.8 5.1 2.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 27.7 ▲ 28.1

標準財政規模(c) ▲ 0.5 ▲ 1.0 2.5 ▲ 1.0

算入公債費等の額(b) ▲ 5.3 ▲ 18.1 ▲ 6.0 0.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.5 2.2 3.8 ▲ 1.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 40.2 ▲ 16.5 ▲ 28.7 ▲ 1.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 6.7 1.8 3.1 1.9

②積立不足額

③満期一括償還債 皆増 200.0 0.0 0.0

④公営企業債等繰入額 5.0 7.9 ▲ 1.5 2.0

⑤組合等負担等額 6.0 ▲ 0.3 ▲ 1.8 ▲ 23.5

⑥債務負担行為 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.2 177.1

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 6.3 3.3 1.6 1.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 24.7 13.9 9.4 8.8

公債費算入（準元利） 2.4 ▲ 3.6 0.4 2.7

事業費補正（元利） ▲ 10.8 ▲ 23.3 ▲ 12.4 ▲ 1.4

事業費補正（準元利） 6.0 3.3 ▲ 3.0 ▲ 0.9

密度補正（元利） 106.0 59.4 67.7 36.8

密度補正（準元利） ▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 1.4 ▲ 89.4

算入公債費等の額(b) 6.6 0.0 1.2 2.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

5.8 9.5 2.1 ▲ 0.2

14.86841259
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.1 ▲ 2.3 ▲ 2.3 ▲ 1.0

普通交付税額 7.0 4.4 4.9 5.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 44.8 ▲ 25.1

標準財政規模(c) 2.7 3.4 4.3 ▲ 0.3

算入公債費等の額(b) 6.6 0.0 1.2 2.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.7 4.3 5.1 ▲ 1.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

4.1 5.0 ▲ 2.8 0.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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一般会計等の負担額及び実質公債費比率
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 9.2 ▲ 3.7 ▲ 6.5 ▲ 20.8

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 4.3 ▲ 25.6 ▲ 8.2 ▲ 10.6

⑤組合等負担等額 5.4 0.7 1.7 ▲ 1.7

⑥債務負担行為 0.0 ▲ 4.1 0.0 0.0

⑦一時借入金    皆増    皆減

元利償還金等(a) 8.8 ▲ 4.3 ▲ 6.0 ▲ 19.6

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 13.7 ▲ 0.6 ▲ 6.2 ▲ 20.5

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） 18.4 ▲ 26.0 ▲ 22.6 0.2

事業費補正（準元利）

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 2.9 ▲ 2.8 5.1 ▲ 1.7

算入公債費等の額(b) 13.7 ▲ 1.8 ▲ 6.6 ▲ 19.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

0.8 ▲ 8.9 ▲ 5.0 ▲ 19.4
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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20.2% 18.1%

東峰村
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 4.0 ▲ 4.3 ▲ 4.0 1.3

普通交付税額 11.6 4.1 3.7 ▲ 10.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 10.5 ▲ 35.9

標準財政規模(c) 8.2 5.4 3.3 ▲ 10.9

算入公債費等の額(b) 13.7 ▲ 1.8 ▲ 6.6 ▲ 19.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 6.3 8.1 6.6 ▲ 8.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 5.1 ▲ 15.7 ▲ 10.9 ▲ 12.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 2.1 4.7 ▲ 8.8 ▲ 4.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 1.0 10.4 ▲ 7.0 ▲ 1.9

⑤組合等負担等額 ▲ 2.9 ▲ 0.7 ▲ 1.6 2.0

⑥債務負担行為 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 0.6 6.1 ▲ 7.6 ▲ 2.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 14.4 19.1 8.0 5.9

公債費算入（準元利） 8.7 ▲ 0.2 1.5 1.4

事業費補正（元利） ▲ 6.4 0.4 1.3 ▲ 1.2

事業費補正（準元利） 7.9 3.0 ▲ 9.0 ▲ 2.4

密度補正（元利） 0.5 0.3 ▲ 0.1 0.6

密度補正（準元利） ▲ 31.8 ▲ 26.2 ▲ 23.8 41.7

算入公債費等の額(b) 4.8 5.8 ▲ 1.4 0.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 5.6 6.5 ▲ 17.9 ▲ 9.7
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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13.5% 12.4%

大刀洗町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 2.8 ▲ 2.1 ▲ 4.0 1.3

普通交付税額 10.2 3.0 5.2 2.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 37.5 ▲ 25.5

標準財政規模(c) 2.8 3.1 3.4 ▲ 0.6

算入公債費等の額(b) 4.8 5.8 ▲ 1.4 0.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.4 2.5 4.5 ▲ 0.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 7.8 3.9 ▲ 21.4 ▲ 9.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



47 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 40.1 5.9 10.1 9.9

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 56.1 ▲ 25.0 33.3    皆減

⑤組合等負担等額 ▲ 10.7 ▲ 15.6 ▲ 5.8 5.8

⑥債務負担行為 ▲ 0.2 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.2

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 29.8 3.1 6.2 6.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 17.8 17.0 10.1 10.8

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 ▲ 33.0 49.5

事業費補正（元利） ▲ 53.5 ▲ 69.3 45.2 ▲ 10.0

事業費補正（準元利） ▲ 0.5 46.3 ▲ 41.2 16.2

密度補正（元利） 16.7 6.3 19.2 15.5

密度補正（準元利） ▲ 10.5 ▲ 5.9 ▲ 13.1 54.4

算入公債費等の額(b) ▲ 14.0 ▲ 0.5 5.2 9.9

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 40.6 6.7 7.1 3.8

8.07447804

0

497,098

0 0 0 0
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＝
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＝

H23決算単年
度の実質公債

費の比率 243,625

－
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246,550 211,938 210,777 221,636

◎ 実質公債費比率の状況と推移



47 　　　
9.7% 8.0%

大木町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.7 ▲ 1.1 ▲ 5.0 1.3

普通交付税額 4.0 0.2 11.1 5.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 37.1 ▲ 25.6

標準財政規模(c) 0.1 2.6 4.6 0.1

算入公債費等の額(b) ▲ 14.0 ▲ 0.5 5.2 9.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.3 2.8 4.5 ▲ 0.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 41.4 3.8 2.5 4.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 3.7 ▲ 5.9 ▲ 5.3 1.3

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 43.0 130.8 6.0 ▲ 13.1

⑤組合等負担等額 ▲ 5.4 2.7 8.4 ▲ 3.0

⑥債務負担行為 0.0 ▲ 0.1 ▲ 25.6 ▲ 0.2

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 3.1 ▲ 1.1 ▲ 3.0 ▲ 0.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 12.0 7.9 9.5 6.8

公債費算入（準元利） 0.0 1.1 0.2 0.6

事業費補正（元利） ▲ 8.9 ▲ 6.8 ▲ 3.6 ▲ 1.5

事業費補正（準元利） 4.8 1.5 5.5 ▲ 4.1

密度補正（元利） 0.6 0.5 ▲ 0.2 1.3

密度補正（準元利） ▲ 2.7 ▲ 7.2 0.1 6.0

算入公債費等の額(b) 0.2 ▲ 0.2 2.8 1.9

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 7.1 ▲ 2.3 ▲ 10.9 ▲ 4.0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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12.5% 11.3%

広川町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.4 ▲ 2.2 ▲ 3.0 2.7

普通交付税額 2.5 3.0 9.2 3.6

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 45.4 ▲ 19.4

標準財政規模(c) 1.4 2.3 4.7 0.7

算入公債費等の額(b) 0.2 ▲ 0.2 2.8 1.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.6 2.7 5.0 0.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 8.6 ▲ 4.9 ▲ 15.1 ▲ 4.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 21.8 1.3 4.6 ▲ 0.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 30.5 21.3 43.1 31.8

⑤組合等負担等額 ▲ 11.2 ▲ 0.5 ▲ 63.4 ▲ 78.8

⑥債務負担行為    皆増 14.6    皆減

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 18.0 1.3 ▲ 15.2 ▲ 9.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 9.2 2.2 4.6 5.8

公債費算入（準元利） 0.0 ▲ 0.1 0.0 0.0

事業費補正（元利） ▲ 25.6 ▲ 13.3 ▲ 3.7 ▲ 6.4

事業費補正（準元利） ▲ 9.2 3.1 ▲ 58.3 ▲ 53.1

密度補正（元利） 9.9 48.2 23.3 10.2

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 10.0 ▲ 2.9 ▲ 11.1 ▲ 4.3

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 43.8 22.8 ▲ 31.7 ▲ 35.0

3.41791548
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3.6%
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＝

H23決算単年
度の実質公債

費の比率 320,688

－
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3,784 4,158 6,164

平成23年度
の実質公債

費比率

123,904
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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3.8% 2.8%

香春町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 4.4 ▲ 4.3 ▲ 6.6 0.7

普通交付税額 2.7 2.1 5.5 1.6

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 27.0 ▲ 28.8

標準財政規模(c) ▲ 0.7 2.3 2.7 ▲ 1.7

算入公債費等の額(b) ▲ 10.0 ▲ 2.9 ▲ 11.1 ▲ 4.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.8 3.1 4.6 ▲ 1.4

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 44.2 19.2 ▲ 34.7 ▲ 34.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 0.8 ▲ 6.6 ▲ 6.6 0.3

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 136.4 ▲ 33.9 ▲ 0.9 ▲ 0.7

⑤組合等負担等額 ▲ 11.1 ▲ 0.4 ▲ 63.2 ▲ 79.1

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 ▲ 58.3 ▲ 13.3 0.0 146.2

元利償還金等(a) ▲ 1.8 ▲ 6.1 ▲ 12.6 ▲ 3.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 13.5 9.6 ▲ 2.8 1.0

公債費算入（準元利） 0.0 ▲ 0.1 0.0 ▲ 2.6

事業費補正（元利） ▲ 6.9 ▲ 8.4 ▲ 4.3 ▲ 5.3

事業費補正（準元利） ▲ 12.1 0.0 ▲ 69.2 ▲ 95.8

密度補正（元利）

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 8.4 6.8 ▲ 7.4 ▲ 1.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 19.1 ▲ 35.2 ▲ 32.0 ▲ 10.8
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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14.5% 10.3%

添田町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 2.2 ▲ 4.7 ▲ 1.5 ▲ 5.0

普通交付税額 4.7 4.1 3.4 ▲ 0.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 19.5 ▲ 26.6

標準財政規模(c) 2.4 4.0 3.3 ▲ 3.5

算入公債費等の額(b) 8.4 6.8 ▲ 7.4 ▲ 1.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.5 3.0 7.1 ▲ 4.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 19.5 ▲ 37.2 ▲ 36.5 ▲ 7.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
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実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 0.6 ▲ 2.6 1.8 ▲ 6.7

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 皆減

⑤組合等負担等額 32.8 77.8 10.9 32.0

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 皆増 141.5 20.4 ▲ 26.7

元利償還金等(a) ▲ 1.6 0.2 2.4 ▲ 4.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 9.1 2.1 4.7 ▲ 4.2

公債費算入（準元利） 0.1 30.5 61.4 ▲ 0.2

事業費補正（元利） ▲ 13.4 ▲ 15.5 ▲ 6.6 ▲ 10.8

事業費補正（準元利） ▲ 18.8 75.0 109.8 ▲ 0.2

密度補正（元利） 1.4 1.3 1.2 3.0

密度補正（準元利） 皆減

算入公債費等の額(b) ▲ 2.5 ▲ 3.5 2.7 ▲ 5.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 0.1 6.4 2.0 ▲ 2.8
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9.9%29.79993328  / ３ ＝

363,599 354,671 342,218 351,461

◎ 実質公債費比率の状況と推移
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10.1% 10.0%

糸田町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 4.0 ▲ 5.3 ▲ 4.9 ▲ 1.5

普通交付税額 2.3 4.0 6.7 2.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 16.6 ▲ 31.2

標準財政規模(c) ▲ 0.1 4.3 4.5 ▲ 1.4

算入公債費等の額(b) ▲ 2.5 ▲ 3.5 2.7 ▲ 5.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.3 5.6 4.8 ▲ 0.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 0.4 0.8 ▲ 2.6 ▲ 2.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率
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実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 6.4 ▲ 8.6 ▲ 7.1 ▲ 0.7

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 0.3 1.3 1.5 ▲ 96.1

⑤組合等負担等額 6.1 25.7 ▲ 3.2 4.9

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 42.5 ▲ 5.5 22.3 ▲ 6.0

元利償還金等(a) ▲ 5.7 ▲ 6.9 ▲ 6.4 ▲ 6.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） ▲ 6.4 ▲ 10.4 ▲ 7.1 ▲ 7.8

公債費算入（準元利） 0.3 98.3 98.0 ▲ 0.3

事業費補正（元利） ▲ 4.9 ▲ 5.2 ▲ 12.1 ▲ 15.3

事業費補正（準元利） ▲ 17.7 41.0 34.2 2.2

密度補正（元利） 1.6 2.2 2.1 3.9

密度補正（準元利） 0.3 0.2 ▲ 0.7 0.0

算入公債費等の額(b) ▲ 5.5 ▲ 7.6 ▲ 7.4 ▲ 8.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 6.1 ▲ 5.8 ▲ 4.7 ▲ 2.0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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13.0% 12.0%

川崎町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.4 ▲ 4.1 ▲ 3.8 ▲ 2.1

普通交付税額 ▲ 2.2 0.8 3.1 ▲ 3.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 24.9 ▲ 26.0

標準財政規模(c) ▲ 2.1 1.5 2.4 ▲ 4.7

算入公債費等の額(b) ▲ 5.5 ▲ 7.6 ▲ 7.4 ▲ 8.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.2 3.6 4.5 ▲ 3.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 5.0 ▲ 9.1 ▲ 8.8 2.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 2.5 9.1 8.9 0.5

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ▲ 11.3 ▲ 0.2 ▲ 63.3 ▲ 79.6

⑥債務負担行為

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 0.6 8.0 1.0 ▲ 2.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 3.6 11.8 13.4 8.4

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 0.0 ▲ 2.8

事業費補正（元利） ▲ 8.9 ▲ 18.7 ▲ 10.7 ▲ 4.5

事業費補正（準元利） ▲ 12.1 0.0 ▲ 69.1 ▲ 95.8

密度補正（元利）

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 2.3 0.4 0.6 2.9

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

14.4 38.5 2.1 ▲ 18.9

11.78844955

0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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9.3% 10.6%

大任町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.1 ▲ 2.2 0.0 1.5

普通交付税額 ▲ 0.8 ▲ 0.3 4.2 3.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 15.1 ▲ 28.6

標準財政規模(c) ▲ 1.2 2.1 4.0 0.5

算入公債費等の額(b) ▲ 2.3 0.4 0.6 2.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.8 2.7 5.2 ▲ 0.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

15.2 34.9 ▲ 3.0 ▲ 18.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 3.3 5.8 8.8 ▲ 8.0

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額    皆増 1.5 0.0

⑤組合等負担等額 ▲ 11.4 ▲ 0.1 ▲ 63.7 ▲ 80.6

⑥債務負担行為

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 4.9 5.0 ▲ 4.2 ▲ 12.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 5.5 4.9 1.0 4.3

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 0.0 0.0

事業費補正（元利） ▲ 6.0 ▲ 37.0 ▲ 31.8 ▲ 2.0

事業費補正（準元利） ▲ 12.1 0.0 ▲ 69.1 ▲ 95.8

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 11.9 0.5 0.5 ▲ 0.4

算入公債費等の額(b) ▲ 1.7 ▲ 15.0 ▲ 17.6 ▲ 1.6

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

   皆増 70.3 ▲ 43.3
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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0.8% 3.0%

赤村
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 2.9 ▲ 4.0 ▲ 4.2 ▲ 0.6

普通交付税額 13.8 ▲ 10.2 4.0 0.5

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 10.5 ▲ 31.9

標準財政規模(c) 9.5 ▲ 5.9 3.1 ▲ 2.6

算入公債費等の額(b) ▲ 1.7 ▲ 15.0 ▲ 17.6 ▲ 1.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 12.7 ▲ 3.6 7.7 ▲ 2.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

   皆増 58.1 ▲ 41.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 7.3 ▲ 1.1 0.9 ▲ 2.9

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 6.8 ▲ 8.1 ▲ 2.9 ▲ 6.4

⑤組合等負担等額 ▲ 50.8 25.1 45.4 5.9

⑥債務負担行為 369.5 110.3 1.5 41.8

⑦一時借入金 皆減    皆増 ▲ 37.2 ▲ 82.9

元利償還金等(a) 7.6 0.7 1.2 ▲ 1.5

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 27.3 1.3 5.6 0.1

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 1.3 ▲ 7.2 ▲ 4.4 ▲ 4.2

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 5.8 2.3 2.3 3.7

密度補正（準元利） 0.0    皆減    皆増

算入公債費等の額(b) 14.0 ▲ 2.0 1.9 ▲ 1.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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福智町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 2.3 ▲ 2.8 ▲ 6.2 0.8

普通交付税額 5.6 1.3 5.4 0.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 20.5 ▲ 32.3

標準財政規模(c) 2.6 3.0 3.6 ▲ 2.8

算入公債費等の額(b) 14.0 ▲ 2.0 1.9 ▲ 1.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.2 4.5 4.1 ▲ 3.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 2.7 1.3 ▲ 3.9 1.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.2 ▲ 0.1 0.4 4.3

②積立不足額

③満期一括償還債 0.0 0.0 0.0    皆減

④公営企業債等繰入額 7.2 ▲ 5.0 ▲ 10.7 ▲ 1.6

⑤組合等負担等額

⑥債務負担行為 ▲ 9.4 ▲ 11.4 ▲ 13.2 ▲ 14.7

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 0.7 ▲ 1.7 ▲ 2.5 2.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 14.3 6.7 5.3 4.8

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 19.3 22.6 16.1 5.4

事業費補正（準元利） 6.8 3.4 ▲ 12.8 ▲ 16.1

密度補正（元利） 0.7 0.6 0.1 0.6

密度補正（準元利） ▲ 2.5 ▲ 0.6 ▲ 6.0 16.5

算入公債費等の額(b) 6.5 7.3 2.2 0.9

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 6.0 ▲ 9.1 ▲ 7.0 3.6
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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9.9% 10.0%

苅田町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 18.9 6.3 ▲ 8.8 ▲ 1.9

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 0.2 ▲ 50.4

標準財政規模(c) ▲ 18.5 7.9 ▲ 8.4 ▲ 4.5

算入公債費等の額(b) 6.5 7.3 2.2 0.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 20.2 8.0 ▲ 9.3 ▲ 5.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

17.9 ▲ 15.8 2.5 9.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 4.0 ▲ 6.4

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 8.4 4.0 3.5 5.9

⑤組合等負担等額 ▲ 9.1 ▲ 76.2 ▲ 60.3 ▲ 24.2

⑥債務負担行為 5.7 15.5 ▲ 1.4 ▲ 1.7

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 0.8 ▲ 4.1 ▲ 3.7 ▲ 4.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 2.7 6.6 5.8 4.4

公債費算入（準元利） ▲ 15.3 ▲ 27.9 ▲ 27.8 ▲ 29.9

事業費補正（元利） ▲ 36.4 4.5 ▲ 2.1 1.1

事業費補正（準元利） 11.8 ▲ 8.3 ▲ 1.6 12.1

密度補正（元利） 11.1 6.4 8.7 16.2

密度補正（準元利） 38.2 42.9 21.3 15.8

算入公債費等の額(b) ▲ 4.8 5.2 4.2 4.5

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

3.8 ▲ 13.6 ▲ 13.5 ▲ 19.0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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11.9% 10.6%

みやこ町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.1 ▲ 1.3 ▲ 6.3 3.4

普通交付税額 1.7 3.0 8.9 0.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 32.4 ▲ 35.7

標準財政規模(c) 1.4 4.3 5.2 ▲ 2.7

算入公債費等の額(b) ▲ 4.8 5.2 4.2 4.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.2 4.2 5.3 ▲ 3.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

1.6 ▲ 17.1 ▲ 17.9 ▲ 16.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 10.9 3.9 5.8 2.9

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 41.9 13.4 1.5 1.5

⑤組合等負担等額 ▲ 11.5 ▲ 13.6 ▲ 16.7 ▲ 25.2

⑥債務負担行為 48.7 48.2 121.6 39.3

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 14.3 4.6 3.8 1.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 18.0 12.6 11.2 9.3

公債費算入（準元利） ▲ 0.2 7.1 20.0 ▲ 0.2

事業費補正（元利） ▲ 21.5 ▲ 33.7 ▲ 42.7 ▲ 0.2

事業費補正（準元利） 3.6 0.7 5.5 ▲ 6.0

密度補正（元利） 0.5 0.0 0.4 0.4

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 8.2 5.0 7.1 3.5

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

23.4 4.1 ▲ 0.5 ▲ 2.4
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0 0 0 0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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7.1% 7.5%

吉富町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 17.0 1.0 ▲ 7.7 3.6

普通交付税額 22.9 ▲ 1.9 12.2 5.6

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 30.9 ▲ 33.3

標準財政規模(c) ▲ 1.0 3.2 5.0 0.0

算入公債費等の額(b) 8.2 5.0 7.1 3.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.9 3.0 4.8 ▲ 0.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

25.8 1.1 ▲ 5.1 ▲ 2.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 1.1 ▲ 0.2 4.0 ▲ 2.5

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 1.9 13.7 ▲ 3.7 4.5

⑤組合等負担等額 ▲ 9.7 ▲ 5.8 ▲ 0.5 ▲ 25.7

⑥債務負担行為 152.3 40.1 111.2 37.1

⑦一時借入金    皆増    皆減

元利償還金等(a) ▲ 1.1 0.5 4.3 ▲ 2.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 0.2 ▲ 0.1 8.9 1.8

公債費算入（準元利） ▲ 0.1 6.0 15.9 ▲ 0.2

事業費補正（元利） ▲ 9.1 ▲ 7.9 ▲ 3.2 ▲ 2.3

事業費補正（準元利） ▲ 37.2 66.9 8.1 ▲ 3.2

密度補正（元利） 1.4 1.0 2.9 2.7

密度補正（準元利） 1.4 16.9 1.8 ▲ 1.5

算入公債費等の額(b) ▲ 3.6 0.4 6.4 0.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

3.3 0.7 0.7 ▲ 7.8
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＝
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－
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692,506 667,550 670,319 712,989

◎ 実質公債費比率の状況と推移
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14.5% 13.9%

上毛町
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 0.5 ▲ 1.1 ▲ 8.9 6.1

普通交付税額 4.6 3.4 11.3 ▲ 2.5

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 22.7 ▲ 31.1

標準財政規模(c) 2.5 4.8 6.9 ▲ 3.1

算入公債費等の額(b) ▲ 3.6 0.4 6.4 0.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 4.1 5.9 7.0 ▲ 4.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 0.8 ▲ 4.9 ▲ 5.9 ▲ 4.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）
実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH23決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 1.3 ▲ 3.3 ▲ 6.3 ▲ 5.4

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 0.6 25.8 19.9 12.8

⑤組合等負担等額 ▲ 8.6 ▲ 72.9 ▲ 34.1 ▲ 21.1

⑥債務負担行為 4.7 12.9 8.2 ▲ 2.3

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 1.3 ▲ 2.6 ▲ 4.0 ▲ 3.5

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 0.8 4.7 1.9 2.0

公債費算入（準元利） ▲ 17.9 ▲ 42.6 ▲ 3.6 ▲ 23.3

事業費補正（元利） ▲ 4.9 ▲ 13.8 ▲ 8.0 ▲ 4.3

事業費補正（準元利） 51.2 9.7 16.8 12.5

密度補正（元利） 0.0 3.7 0.7 1.0

密度補正（準元利） 9.2 1.5 6.3 ▲ 1.5

算入公債費等の額(b) 1.6 ▲ 0.3 0.8 1.5

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 4.3 ▲ 5.0 ▲ 9.4 ▲ 9.8
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○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.9 ▲ 1.9 ▲ 5.2 ▲ 2.4

普通交付税額 3.3 1.3 7.1 0.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.3 55.2 30.4 ▲ 30.4

標準財政規模(c) 0.9 2.8 4.6 ▲ 3.0

算入公債費等の額(b) 1.6 ▲ 0.3 0.8 1.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.7 3.4 5.3 ▲ 3.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 5.0 ▲ 8.1 ▲ 14.0 ▲ 6.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）


